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： 令和 6 年 2 月

： 令和 6 年度 令和 15 年度

※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

昭和56年度
法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 の 種 類

増毛町

観光施設事業

民 間 活 用 の 状 況

別添１０－１

非　　適

その他観光施設

事 業 開 始 年 度

施 設 名

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

―

―

―

～

岩尾温泉あったま～る

増毛町観光施設事業経営戦略

策 定 日

事 業 の 内 容 町民の福祉と健康増進を図り、観光振興に寄与するため温泉施設を運営する。（冬期間閉鎖）

事 業 名

団 体 名

職 員 数

事　業　形　態

計 画 期 間



（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１） 宿泊客数（観光客数）の見通し

　R3 －　　　％

企業債残高対料金収入比
率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R５ －　　　％ 　R４ －　　　％

　R3 －　　　％

　R3 －　　　％

100％

27.8％　R５

年 間 利 用 状 況
※ 単 位 を 明 記 す る こ と
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

―

　R3

　R3

　R3

　R５ 13千人

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方 1日　大人　500円、小学生以下　250円

　R５

15千人

100％

30.4％

　R４

　R４

　R４

16千人

100％

28.3％

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R５ －　　　％ 　R４ －　　　％

有形固定資産減価償却率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R５ －　　　％ 　R４

温泉施設の客数については、ここ数年増減を繰り返しているものの、来町している観光客数は年々増加している。
夏期のアウトドア活動を目的とした客層をターゲットにSNSやインターネットを活用した情報発信をしていき客数増
加へ繋げていきたい。

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

近年の物価及び人件費の高騰により、温泉施設の営業費用は増となっている。使用料収入については、ここ数年
間で増減しており、一般会計からの繰入金も増減している。

－　　　％



（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

施設の見通し

過去数年間、利用客数と共に料金収入が増減していることから、使用料金の見直しを検討しつつ、集客力を高め
るためにSNSやウェブサイトを活用し利用客を増やして料金収入の増に繋げていきたい。

料金収入の見通し

定期的な点検やメンテナンスをおこない、施設維持のための修繕を実施する。

施設管理については民間事業者に委託し必要最小限の人員で対応しているが、指定管理等の業務委託について
も検討する。

施設の適切な維持管理に努め、経費の節減と安定的な使用料収入の維持を目標に施設を運営する。また指定管
理の業務についても検討していく。

組織の見通し



４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　人件費を含む経常経費は、節減に努め、収支の均衡を図る。また、施設の管理業務の委託も検討する。

目 標 現時点で、今後の投資については予定していないが、今後も適切な維持管理に努め、
施設の長寿命化を図る。

目 標 　施設の利用状況にもよるが、今後の投資に向けて、３年ごとに使用料の見直しを検討
する。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

民 間 活 用

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

企 業 債

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

繰 入 金
　一般会計からの安易な繰入に頼ることなく、受益者の負担と費用対効果を考えながら事業展開す
ることにより、赤字額の圧縮に努める。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

投 資 の 適 正 化
　観光施設については、一通りの整備が終了し、向後１０年以内での投資は予定していないが、今
度も適切な維持管理に努める。

そ の 他 の 取 組

料 金
　利用者のニーズを適確に把握し、サービスの提供と施設のあり方を検討し、料金単価の適正化に
努める。

稼 働 率 ・ 利 用 者 数

委 託 料
　施設管理については、必要最小限の人員で対応しているが、指定管理等の業務委託についても
検討する。

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費 　季節営業のため必要最小限の職員配置を検討するとともに、人件費の適正化に努める。

そ の 他 の 取 組



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　当町には、民間の類似施設が少ないため、町民の健康増進等の町民サービスとして実施する必
要がある。

公営企業として実施す
る 必 要 性

　過疎地域にあって、民間事業者は採算性がないため、事業展開しないことから健康増進等のため
自治体として実施する必要がある。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　令和９年度に見直しをおこない、今後は適宜経営戦略の見通しをおこなう。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 26,193 22,593 21,164 21,164 21,164 22,223 22,223 22,223 23,335 23,335 23,335 24,502 24,502

（１） (B) 8,757 8,419 6,805 6,805 6,805 7,143 7,143 7,143 7,479 7,479 7,479 7,851 7,851

ア 8,723 8,384 6,772 6,772 6,772 7,110 7,110 7,110 7,446 7,446 7,446 7,818 7,818

イ (C)

ウ 34 35 33 33 33 33 33 33 33 33 33 33 33

（２） 17,436 14,174 14,359 14,359 14,359 15,080 15,080 15,080 15,856 15,856 15,856 16,651 16,651

ア 17,236 13,908 14,196 14,196 14,196 14,917 14,917 14,917 15,693 15,693 15,693 16,488 16,488

イ 200 266 163 163 163 163 163 163 163 163 163 163 163

２ (D) 26,193 22,593 21,164 21,164 21,164 22,223 22,223 22,223 23,335 23,335 23,335 24,502 24,502

（１） 26,137 22,545 21,115 21,115 21,115 22,171 22,171 22,171 23,280 23,280 23,280 24,444 24,444

ア 1,612 1,758

イ 24,525 20,787 21,115 21,115 21,115 22,171 22,171 22,171 23,280 23,280 23,280 24,444 24,444

（２） 56 48 49 49 49 52 52 52 55 55 55 58 58

ア

イ 56 48 49 49 49 52 52 52 55 55 55 58 58

３ (E)

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

15年度

そ の 他

資

本

的

支

出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資

　

本

　

的

　

収

　

支

資

本

的

収

入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

16年度

収

　

益

　

的

　

収

　

支

収

益

的

収

入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

収

益

的

支

出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

12年度 13年度 14年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

15年度 16年度7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 8,757 8,419 6,805 6,805 6,805 7,143 7,143 7,143 7,479 7,479 7,479 7,851 7,851

（T)

(U)

(V) 8,757 8,419 6,805 6,805 6,805 7,143 7,143 7,143 7,499 7,479 7,479 7,851 7,851

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

決 算
見 込

17,236 13,908 14,196 14,196 14,196 14,917 14,917 14,917 15,673 15,693 15,693 16,488 16,488

17,236 13,908 14,196 14,196 14,196 14,917 14,917 14,917 15,673 15,693 15,693 16,488 16,488

17,236 13,908 14,196 14,196 14,196 14,917 14,917 14,917 15,673 15,693 15,693 16,488 16,488

100

15年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

11年度 12年度 13年度 14年度 16年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

7年度 8年度 9年度 10年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

100 100

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

100 100 100 100 100 100収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100 100

赤 字 比 率 （ ×100 ）

100 100

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


	別添１０－１　（観光施設事業）
	別紙（非適）

